
令和４年度

三次市予算に関する説明書

三次市病院事業会計



平成２８年度

三次市予算に関する説明書



　収　　入 （単位：千円）

款 項 目  予　定　額 備　　考

1

病 院 事 業 収 益 9,379,580

1

医 業 収 益 8,730,330

1

入 院 収 益 5,370,829

2

外 来 収 益 2,933,350

3

そ の 他 医 業 収 益 426,151

2

医 業 外 収 益 648,948

1

受 取 利 息 配 当 金 26,064

2

補 助 金 63,457

3

負 担 金 交 付 金 354,780

4

長 期 前 受 金 戻 入 167,073

5

そ の 他 医 業 外 収 益 37,574

3

特 別 利 益 302

1

固 定 資 産 売 却 益 1

2

過 年 度 損 益 修 正 益 300

3

そ の 他 特 別 利 益 1

収 益 的 収 入 及 び 支 出

令和４年度三次市病院事業会計予算実施計画
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　支　　出 （単位：千円）

款 項 目  予　定　額 備　　考

1

病 院 事 業 費 用 9,378,136

1

医 業 費 用 9,266,006

1

給 与 費 4,406,131

2

材 料 費 2,706,184

3

経 費 1,592,197

4

減 価 償 却 費 500,496

5

資 産 減 耗 費 6,800

6

研 究 研 修 費 54,198

2

医 業 外 費 用 109,828

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

44,189

2

雑 損 失 100

3

雑 支 出 33,539

4
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

32,000

3

特 別 損 失 302

1

固 定 資 産 売 却 損 1

2

過 年 度 損 益 修 正 損 300

3

そ の 他 特 別 損 失 1

4

予 備 費 2,000

1

予 備 費 2,000
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　収　　入 （単位：千円）

款 項 目  予　定　額 備　　考

1

資 本 的 収 入 350,695

1

企 業 債 197,100

1

企 業 債 197,100

2

補 助 金 1,594

1

補 助 金 1,594

3

負 担 金 152,000

1

負 担 金 152,000

4

長 期 貸 付 金 1

1

長 期 貸 付 金 1

　支　　出 （単位：千円）

款 項 目  予　定　額 備　　考

1

資 本 的 支 出 1,610,878

1

建 設 改 良 費 381,500

1

資 産 購 入 費 300,000

2

施 設 整 備 費 81,500

2

企 業 債 償 還 金 616,378

1

企 業 債 償 還 金 616,378

3

投 資 有 価 証 券 600,000

1

投 資 有 価 証 券 600,000

4

長 期 貸 付 金 12,000

1

長 期 貸 付 金 12,000

5

予 備 費 1,000

1

予 備 費 1,000

資 本 的 収 入 及 び 支 出
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収　　　入 　（単位：千円）

9,379,580 9,275,049 104,531

1 医業収益 8,730,330 8,620,618 109,712

1 入 院 収 益 5,370,829 5,309,144 61,685

1 入 院 収 益 5,370,829 5,309,144 61,685

2 外 来 収 益 2,933,350 2,891,997 41,353

1 外 来 収 益 2,933,350 2,891,997 41,353

3
そ の 他
医 業 収 益

426,151 419,477 6,674

1
公 衆 衛 生
活 動 収 益

88,831 87,341 1,490 妊婦，乳児健診，予防接種ほか

2
室 料 差 額
収 益

40,500 41,172 △ 672 個室料

3
医 療 相 談
収 益

154,136 153,569 567 健診

4
受託検査施設
利 用 収 益

1,420 1,529 △ 109 新生児聴覚検査

5
そ の 他
医 業 収 益

100,044 94,646 5,398 文書料，面談料ほか

6
他 会 計
負 担 金

41,220 41,220 0 一般会計負担金

2
医 業 外
収 益

648,948 654,129 △ 5,181

1
受 取 利 息
配 当 金

26,064 22,477 3,587

1 預 金 利 息 1,901 1,914 △ 13 預金利息

2 貸 付 金 利 息 1 1 0

3
有 価 証 券
利 息

24,162 20,562 3,600 有価証券利息

2 補 助 金 63,457 65,356 △ 1,899

1 補 助 金 63,457 65,356 △ 1,899 小児救急・がん診療連携拠点ほか

3
負 担 金
交 付 金

354,780 358,780 △ 4,000

1
負 担 金
交 付 金

354,780 358,780 △ 4,000

4
長期前受金
戻 入

167,073 170,313 △ 3,240

1
長 期 前 受 金
戻 入

167,073 170,313 △ 3,240 長期前受金の収益化

5
そ の 他
医業外収益

37,574 37,203 371

1
そ の 他
医 業 外 収 益

37,574 37,203 371
病院施設利用料，医師住宅使用料，
その他各種手数料ほか

項 節

収 益 的 収 入 及 び 支 出 明 細 書

款 目
本 年 度
予 定 額

１
病院
事業
収益

前 年 度
予 定 額

備 考増 △ 減
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　（単位：千円）

3 特別利益 302 302 0

1
固 定 資 産
売 却 益

1 1 0

1
固 定 資 産
売 却 益

1 1 0

2
過 年 度
損益修正益

300 300 0

1
過 年 度
損 益 修 正 益

300 300 0

3
その他特別
利 益

1 1 0

1 そ の 他 1 1 0

支　　出 　（単位：千円）

9,378,136 9,273,193 104,943

1 医業費用 9,266,006 9,119,643 146,363

1 給 与 費 4,406,131 4,424,757 △ 18,626

1 給 料 1,922,149 1,890,711 31,438
令和4年度職員総数 544名（うち会計年
度任用職員 95名）

2 手 当 1,322,515 1,347,621 △ 25,106 期末勤勉手当ほか

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

278,391 288,704 △ 10,313

4 報 酬 98,250 92,357 5,893
会計年度任用職員（短時間勤務） 46名
ほか

5 法 定 福 利 費 617,151 629,439 △ 12,288

6 退 職 給 付 費 167,675 175,925 △ 8,250

2 材 料 費 2,706,184 2,589,626 116,558

1 薬 品 費 1,720,966 1,640,229 80,737

2 診 療 材 料 費 881,574 844,718 36,856

3 給 食 材 料 費 77,234 80,895 △ 3,661

4
医 療 消 耗
備 品 費

26,410 23,784 2,626

3 経 費 1,592,197 1,530,026 62,171

1 報 償 費 104,705 97,790 6,915 非常勤医師報償，講師謝礼ほか

2 旅 費 交 通 費 10,365 10,265 100 事務連絡出張旅費ほか

前 年 度
予 定 額

増 △ 減

項 目 節
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

増 △ 減

本 年 度
予 定 額

目 節款

１
病院
事業
費用

款

項 備 考

備 考
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　（単位：千円）

3 職 員 被 服 費 4,270 3,855 415 白衣ほか

4 消 耗 品 費 37,280 38,130 △ 850 帳票ほか

5 消 耗 備 品 費 6,504 6,636 △ 132 事務用備品ほか

6 光 熱 水 費 110,274 110,400 △ 126 電気料，上下水道料

7 燃 料 費 33,621 33,671 △ 50 産業用灯油，ＬＰＧ，公用車燃料代ほか

8 食 糧 費 1,310 1,324 △ 14 健診センター用ほか

9 交 際 費 500 500 0

10 印 刷 製 本 費 5,625 5,755 △ 130 伝票，請求書ほか

11 建 物 修 繕 費 13,000 13,000 0

12
医 療 器 械
修 繕 費

31,200 31,200 0 部品交換等修理ほか

13 備 品 修 繕 費 1,800 2,100 △ 300 事務用備品修理ほか

14 車 両 修 繕 費 1,250 1,250 0 公用車修理

15 保 険 料 20,061 19,958 103 建物共済，病院賠償保険ほか

16 賃 借 料 180,461 164,960 15,501 医師住宅，在宅酸素装置，寝具類ほか

17 委 託 料 988,324 946,109 42,215
医療廃棄物処理，医事，物品管理，給
食，院内清掃，検査委託ほか

18 通 信 運 搬 費 18,182 16,841 1,341 電話・切手代ほか

19 諸 会 費 1,062 1,105 △ 43

20
負 担 金 及 び
補 助 金

18,770 20,298 △ 1,528 全自病協，全国診協負担金ほか

21
貸 倒 引 当 金
繰 入 額

1,000 1,000 0

22 雑 費 2,632 3,878 △ 1,246
クレジットカード決済手数料
病院見学等雑費ほか

23 賠 償 金 1 1 0

4 減価償却費 500,496 517,496 △ 17,000

1
建 物
減 価 償 却 費

167,836 170,813 △ 2,977

2
構 築 物
減 価 償 却 費

3,291 3,291 0

3
器械及び備品
減 価 償 却 費

246,049 259,982 △ 13,933

4
建物附属設備
減 価 償 却 費

79,550 82,389 △ 2,839

5
リ ー ス 資 産
減 価 償 却 費

3,770 1,021 2,749

前 年 度
予 定 額

増 △ 減
本 年 度
予 定 額

款 項 目 節 備 考
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　（単位：千円）

5 資産減耗費 6,800 7,085 △ 285

1
棚 卸 資 産
減 耗 費

1,800 2,085 △ 285 薬品，血液等廃棄処分

2
固 定 資 産
除 却 費

5,000 5,000 0 固定資産廃棄処分

6 研究研修費 54,198 50,653 3,545

1 図 書 費 8,580 8,180 400 医学図書ほか

2 旅 費 20,533 18,733 1,800 研修旅費

3 研 修 費 11,900 11,300 600 手術指導ほか

4 研 究 雑 費 13,185 12,440 745 研修会等参加費

2
医 業 外
費 用

109,828 151,248 △ 41,420

1 44,189 54,035 △ 9,846

1 企 業 債 利 息 44,178 54,023 △ 9,845

2
一 時 借 入 金
利 息

1 1 0

3
フ ァ イ ナ ン ス
リ ー ス 利 息

10 11 △ 1

2 雑 損 失 100 100 0

1
不 用 品
売 却 原 価

50 50 0

2
そ の 他
雑 損 失

50 50 0

3 雑 支 出 33,539 67,113 △ 33,574

1 雑 支 出 33,539 67,113 △ 33,574

4
消費税及び
地方消費税

32,000 30,000 2,000

1
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

32,000 30,000 2,000 本則課税

3 特別損失 302 302 0

1
固 定 資 産
売 却 損

1 1 0

1
固 定 資 産
売 却 損

1 1 0

2
過 年 度
損益修正損

300 300 0

1
過 年 度
損 益 修 正 損

300 300 0

3
そ の 他
特 別 損 失

1 1 0

1
そ の 他
特 別 損 失

1 1 0

4 予 備 費 2,000 2,000 0

1 予 備 費 2,000 2,000 0

1 予 備 費 2,000 2,000 0

款 節
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

項 目

支 払 利 息
及び企業債
取 扱 諸 費

増 △ 減 備 考
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収　　入 　（単位：千円）

350,695 758,951 △ 408,256

1 企 業 債 197,100 756,200 △ 559,100

1 企 業 債 197,100 756,200 △ 559,100

1 企 業 債 197,100 756,200 △ 559,100 医療器械及び備品整備，施設整備

2 補 助 金 1,594 2,750 △ 1,156

1 補 助 金 1,594 2,750 △ 1,156

1 補 助 金 1,594 2,750 △ 1,156 へき地巡回診療車整備事業補助金

3 負 担 金 152,000 0 152,000

1 負 担 金 152,000 0 152,000

1 他会計負担金 152,000 0 152,000

4
長 期
貸 付 金

1 1 0

1 長期貸付金 1 1 0

1 長 期 貸 付 金 1 1 0

支　　出 　（単位：千円）

1,610,878 2,282,235 △ 671,357

1
建 設
改 良 費

381,500 776,000 △ 394,500

1 資産購入費 300,000 700,000 △ 400,000

1 資 産 購 入 費 300,000 700,000 △ 400,000 医療器械及び備品整備

2 施設整備費 81,500 76,000 5,500

1 工 事 請 負 費 49,000 66,000 △ 17,000 施設整備

2 委 託 料 32,500 10,000 22,500 改築基本計画策定支援業務

2
企 業 債
償 還 金

616,378 593,235 23,143

1
企 業 債
償 還 金

616,378 593,235 23,143

1
企 業 債
償 還 金

616,378 593,235 23,143 企業債償還元金

備 考

１
資本
的支
出

備 考

資 本 的 収 入 及 び 支 出 明 細 書

項 目

１
資本
的収
入

款 節
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

増 △ 減節款 項 目

増 △ 減
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　（単位：千円）

3
投 資
有価証券

600,000 600,000 0

1
投 資
有 価 証 券

600,000 600,000 0

1
投 資
有 価 証 券

600,000 600,000 0

4
長 期
貸 付 金

12,000 12,000 0

1 長期貸付金 12,000 12,000 0

1 長 期 貸 付 金 12,000 12,000 0 医療技術職員修学資金

5 予 備 費 1,000 1,000 0

1 予 備 費 1,000 1,000 0

1 予 備 費 1,000 1,000 0

長 期
定期預金

0 300,000 △ 300,000 （廃項）

長 期
定 期 預 金

0 300,000 △ 300,000 （廃目）

款 項 目 節
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

増 △ 減 備 考
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投資活動によるキャッシュ・フロー

貸付による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金減少額

資金期首残高

資金期末残高

６１６,３７８

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △ ３,８３５

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ８１５,２０６

２,１３９,４９６

△

財務活動によるキャッシュ・フロー △

１,０６３,１７０

３,２０２,６６６

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 １９７,１００

４２３,１１３

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △

△ １２,０００

3

2

投資有価証券の取得による支出 △ ６００,０００

国庫補助金等による収入 １３９,７７６

３４２,９８２有形固定資産の取得による支出 △

４４,１８９

小　計

業務活動によるキャッシュ・フロー １７５,１４９

１９３,２７４

利息及び配当金の受取額 ２６,０６４

利息の支払額 △

未払金の増減額（△は減少） △ ７,７０６

たな卸資産の増減額（△は増加） １,８００

支払利息 ４４,１８９

未収金の増減額（△は増加） △ ２１８,０３２

長期前受金戻入額 △ １６７,０７３

受取利息及び受取配当金 △ ２６,０６４

当年度純利益

退職給付引当金の増減額（△は減少）

貸倒引当金の増減額（△は減少） １,０００

減価償却費 ５００,４９６

△ １０,３１３賞与引当金の増減額（△は減少）

６７,６７６

令和4年度三次市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書
     （ 令 和 4 年 4 月 1 日 か ら 令 和 5 年 3 月 31 日 ま で ）

（ 単 位 ： 千 円 ）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

２,３０１

固定資産除却費 ５,０００

-10-



備考 （　）内は短時間勤務職員で外書きである。

比較 1,620 △ 138 1,800

前年度 105,804 2,685 5,760

本年度 107,424 2,547 7,560

1,189

区 分 医師研究手当
管理職員特別

勤務手当
単身赴任手当

比較 6,838 0 2,021 2,960 564

前年度 185,395 10,068 50,459 100,123 3,212 66,517

役職調整手当 特地勤務手当

本年度 192,233 10,068 52,480 103,083 3,776 67,706

△ 41,862

区 分 勤勉手当 管理職手当 宿日直手当 特殊勤務手当

比較 △ 34 1,540 △ 2,282 2,047 △ 1,774

26,192 322,117

280,255

前年度 44,150 34,234 39,140 324,270

本年度 44,116 35,774 36,858 326,317 24,418

夜間勤務手当 期末手当

△ 8,250 △ 19,031

（単位：千円）

手
当
の
内
訳

区 分 扶養手当 通勤手当 住居手当 時間外勤務手当

175,925 4,397,262

比
較

損益勘定支弁職員 △ 8,250 △ 19,031

資本勘定支弁職員 0 0

合  計

167,675 4,378,231

前
年
度

損益勘定支弁職員 175,925 4,397,262

資本勘定支弁職員 0 0

合　計

本
年
度

損益勘定支弁職員 167,675 4,378,231

資本勘定支弁職員 0 0

合  計

5,893 △ 12,288

区  分
給与費（千円）

退職給付費 合 計

合  計 0 11（0） 31,438 △ 25,511 △ 10,313

△ 12,288

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

92,357 629,439

比
較

損益勘定支弁職員 0 11（0） 31,438 △ 25,511 △ 10,313 5,893

合  計 0 533(46） 1,890,711 1,320,126 288,704

629,439

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

98,250 617,151

前
年
度

損益勘定支弁職員 0 533(46） 1,890,711 1,320,126 288,704 92,357

合  計 0 544(46） 1,922,149 1,294,615 278,391

617,151

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

報　酬 法定福利費

本
年
度

損益勘定支弁職員 0 544(46） 1,922,149 1,294,615 278,391 98,250

給与費明細書

１．総括

区  分
職員数（人） 給与費（千円）

特別職 一般職 給 料 手　当 賞与引当金繰入額

-11-



備考 この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）
で予算の積算の基礎となったものについて記載。

比較 1,620 △ 138 1,800

前年度 105,804 2,685 5,760

本年度 107,424 2,547 7,560

1,189

区 分 医師研究手当
管理職員特別

勤務手当
単身赴任手当

比較 6,838 0 1,843 2,429 564

前年度 185,395 10,068 50,459 98,917 3,212 66,517

役職調整手当 特地勤務手当

本年度 192,233 10,068 52,302 101,346 3,776 67,706

△ 35,932

区 分 勤勉手当 管理職手当 宿日直手当 特殊勤務手当

比較 △ 34 1,869 △ 2,282 1,803 △ 2,009

25,936 255,235

219,303

前年度 44,150 26,551 39,140 320,823

本年度 44,116 28,420 36,858 322,626 23,927

（単位：千円）

手
当
の
内
訳

区 分 扶養手当 通勤手当 住居手当 時間外勤務手当 夜間勤務手当 期末手当

比
較

損益勘定支弁職員 9,349 19,380

資本勘定支弁職員 0 0

合  計 9,349 19,380

前
年
度

損益勘定支弁職員 145,296 3,857,598

資本勘定支弁職員 0 0

合  計 145,296 3,857,598

資本勘定支弁職員 0 0

合  計 154,645 3,876,978

区  分
給与費（千円）

退職給付費 合 計

本
年
度

損益勘定支弁職員 154,645 3,876,978

0

合  計 0 14 39,448 △ 20,440 1,998 0 △ 10,975

1,998 0 △ 10,975

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0
比
較

損益勘定支弁職員 0 14 39,448 △ 20,440

0

合  計 0 435 1,663,347 1,240,652 251,770 47 556,486

251,770 47 556,486

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0
前
年
度

損益勘定支弁職員 0 435 1,663,347 1,240,652

0

合  計 0 449 1,702,795 1,220,212 253,768 47 545,511

253,768 47 545,511

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0
本
年
度

損益勘定支弁職員 0 449 1,702,795 1,220,212

区  分
職員数（人） 給与費（千円）

特別職 一般職 給 料 手　当 賞与引当金繰入額 報　酬 法定福利費

ア　会計年度任用職員以外の職員
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備考 1 この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積
算の基礎となったものについて記載。

2 （　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要す
る職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員で外書きである。

比較 0 0 0

前年度 0 0 0

本年度 0 0 0

0

区 分 医師研究手当
管理職員特別

勤務手当
単身赴任手当

比較 0 0 178 531 0

前年度 0 0 0 1,206 0 0

役職調整手当 特地勤務手当

本年度 0 0 178 1,737 0 0

△ 5,930

区 分 勤勉手当 管理職手当 宿日直手当 特殊勤務手当

比較 0 △ 329 0 244 235

256 66,882

60,952

前年度 0 7,683 0 3,447

本年度 0 7,354 0 3,691 491

（単位：千円）

手
当
の
内
訳

区 分 扶養手当 通勤手当 住居手当 時間外勤務手当 夜間勤務手当 期末手当

比
較

損益勘定支弁職員 △ 17,599 △ 38,411

資本勘定支弁職員 0 0

合  計 △ 17,599 △ 38,411

前
年
度

損益勘定支弁職員 30,629 539,664

資本勘定支弁職員 0 0

合  計 30,629 539,664

資本勘定支弁職員 0 0

合  計 13,030 501,253

区  分
給与費（千円）

退職給付費 合 計

本
年
度

損益勘定支弁職員 13,030 501,253

0

合  計 0 △3（0） △ 8,010 △ 5,071 △ 12,311 5,893 △ 1,313

△ 12,311 5,893 △ 1,313

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0
比
較

損益勘定支弁職員 0 △3（0） △ 8,010 △ 5,071

0

合  計 0 98（46） 227,364 79,474 36,934 92,310 72,953

36,934 92,310 72,953

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0
前
年
度

損益勘定支弁職員 0 98（46） 227,364 79,474

0 0

合  計 0 95（46） 219,354 74,403 24,623 98,203 71,640

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0

法定福利費

本
年
度

損益勘定支弁職員 0 95（46） 219,354 74,403 24,623 98,203 71,640

イ　会計年度任用職員

区  分
職員数（人） 給与費（千円）

特別職 一般職 給 料 手　当 賞与引当金繰入額 報　酬
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1,800
単身赴任
手 当

1,620
医師研究
手 当

△ 138
管理職員特
別勤務手当

564
役職調整
手 当

1,189
特地勤務
手 当

1,843
宿 日 直
手 当

2,429
特殊勤務
手 当

6,838
勤 勉

手 当

0
管 理 職
手 当

△ 2,009
夜間勤務
手 当

△ 11,510
期 末

手 当

1,803
時間外勤務

手 当

△ 2,282 住居手当

その他の
増減分 △ 34 扶養手当

△ 20,440
制度改正
に伴う増
減分

△ 24,422
期 末

手 当
期末手当の年間支給月数2.55月から2.40月へ
引き下げ

1,869 通勤手当

手当 千円 千円

人

増　減 14 人 0 人 14 人

前年度 435 人 0 人 435

449 人 0 人 449 人

その他の
増減分

千円 職員の異
動等によ
る増減

職員数の異動状況

職員数 その他 計
14,854 本年度

昇給期 職員数

昇給期別
職員数

４月 376人

給料 千円 普通昇給
に伴う
増加分

千円
平均昇給率 1.83%

24,59439,448 区 分

２．給料及び手当の増減額の明細　※会計年度任用職員は含まない

区分 増減額 増減事由別内訳 説 明 備     考

-14-



内は
68 100.00

7級 1

100.00

構成比は小数点以下第３位を四捨五入しているため合計が100％に一致しない場合がある。

令和3年4月1日
現在

級
職員数
（人）

 構成比
（％）

100.00 合計

0.37

合計 16 100.00 合計 79 合計 272

6級 2 0.74

7級 1 6.25 7級

9.56

6級 2 12.50 6級 1 1.47

5級 6 8.82 5級 26

20 29.41 4級 51 18.75

5級 3 18.75

3級 109 40.07

4級 6 37.50 4級

12.50

3級 3 18.75 3級 2 2.53 3級 33 48.53

54.43 2級 3 4.41 2級 34

5 7.35 1級 49 18.01

2級 2級 43

級
職員数
（人）

 構成比
（％）

1級 1 6.25 1級 34 43.04 1級

級
職員数
（人）

69 100.00 合計 283

 構成比
（％）

級
職員数
（人）

 構成比
（％）

合計 100.00

区  分 行政職 医療職（一） 医療職（二） 医療職（三）

令和4年4月1日
現在

級
職員数
（人）

合計 16 100.00 合計 81 100.00

7級 7級 1 0.357級 1 6.25

6級 1 1.45 6級 2 0.716級 2 12.50

5級 6 8.70 5級 32 11.315級 3 18.75

4級 19 27.54 4級 46 16.254級 8 50.00

3級 34 49.28 3級 111 39.223級 2 12.50 3級 2 2.47

2級 4 5.80 2級 35 12.372級 2級 43 53.09

1級 5 7.25 1級 56 19.791級 1級 36 44.44

級
職員数
（人）

 構成比
（％）

級
職員数
（人）

 構成比
（％）

級
職員数
（人）

（3）級別職員数

区  分 行政職 医療職（一）
 構成比
（％）

 構成比
（％）

医療職（二） 医療職（三）

医大卒 376,200

大六卒 210,500

大四卒 182,200 188,400 209,800 182,200

短三卒 177,400 200,700

短二卒 169,700 192,400

高校卒 154,900 150,600

准看卒（高卒） 176,700

（2）初任給
（単位：円）

区  分 行政職 医療職（一） 医療職（二） 医療職（三）
国の制度

一般行政職

371,104

平均年齢 46歳9月 38歳5月 39歳11月 37歳3月

令和3年4月1日現在

平均給料月額（円） 352,413 473,144 304,454 291,601

平均給与月額（円） 418,821 953,107 393,233

平均給与月額（円） 428,432 951,744 398,152 369,879

平均年齢 49歳7月 38歳8月 40歳1月

令和4年4月1日現在

平均給料月額（円） 371,275 472,906 304,793 290,478

37歳1月

３．給料及び手当の状況　※会計年度任用職員は含まない

（1）職員１人当たり給与

区     分 行政職 医療職（一） 医療職（二） 医療職（三）

-15-



代 表 的 な 特 殊
勤 務 手 当 の 名 称

防疫等作業，分娩業務，救急医療業務，衛生検査業務，放射線取扱，
夜間看護

17,140
支給対象職員１人当たり
平 均 支 給 月 額 ( 円 ）

18,810 3,990 39,426 4,894

支給対象職員の比率（％）
（令和４年４月１日現在)

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

給 料 総 額 に 対 す る
比 率（％）

6.0 1.1 8.3 1.6 6.3

区          分 全職員 行政職 医療職(一) 医療職(二) 医療職(三)

（5）特殊勤務手当

比率（Ｂ）／（Ａ）％ 86.44 81.25 93.67 88.24 84.19

0 0 0

４号給（人） 374 11 74 60 229

272

昇給に係る職員数（Ｂ）人 376 13 74 60 229前
年
度

職　員　数　（Ａ）人 435 16 79 68

昇給別内訳
（人）

３号給（人） 2 2

比率（Ｂ）／（Ａ）％ 83.74 81.25 88.89 92.75 81.27

0 0 0

４号給（人） 374 11 72 64 230

283

昇給に係る職員数（Ｂ）人 376 13 72 64 230本
年
度

職　員　数　（Ａ）人 449 16 81 69

昇給別内訳
（人）

３号給（人） 2 2

副部長 部長

（4）昇給

区          分 合計 行政職 医療職(一) 医療職(二) 医療職(三)

医療職(三) 技師 主任技師 主任 主査 看護師長
副看護師長

医員
部長
医長

副医長

病院長
副院長
部長

医療職(二) 技師 主任技師 主任 主査 係長 科長 部長

医療職(一)

７級

行政職
主事
技師

主任主事
主任技師

主任 主査 係長 課長 部長

（級別の標準的な職務内容）

区  分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級
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住　居　手　当 同　じ

通　勤　手　当 同　じ

（８）その他の手当

区          分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

扶　養　手　当 同　じ

国の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709

・定年前早期退職特例措置
(3％～45％加算)

・職制上の段階，職務の級等
による調整額の加算措置

その他の加算措置等

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

・定年前早期退職特例措置
(2％～30％加算)

・職制上の段階，職務の級等
による調整額の加算措置

（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区  分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の
者（月分）

最高限度
（月分）

国の制度 2.150 2.150 4.30 有

前年度 2.225 2.225 4.45 有

本年度 2.150 2.150 4.30 有

（６）期末手当，勤勉手当

区      分
支 給 期 別 支 給 率 支給率計

（月分）

職制上の段階，
職務の級等に
よる加算措置

備   考
６月(月分) １２月(月分)
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期 間 金 額 期 間 金 額 企 業 債 事業収益
損益勘定
留保資金

そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

医療機器の保守管理業務委
託に要する経費

契約に
定める額

令和3年度
限度額に
同じ

令和4年度
限度額に
同じ

全額

医療事務業務委託に要する
経費

契約に
定める額

令和2年度～
令和3年度

375,817
令和4年度～
令和5年度

限度額に
同じ

全額

洗濯業務委託に要する経費
契約に
定める額

令和3年度
限度額に
同じ

令和4年度
限度額に
同じ

全額

物品管理業務委託に要する
経費

契約に
定める額

平成31年度～
令和3年度

105,358
令和4年度～
令和6年度

限度額に
同じ

全額

廃棄物収集運搬処分業務委
託に要する経費

契約に
定める額

令和3年度
限度額に
同じ

令和4年度
限度額に
同じ

全額

給食業務委託に要する経費 259,380 令和3年度 86,460
令和4年度～
令和5年度

172,920 259,380

中央材料室及び手術室補助
業務委託に要する経費

138,600
令和2年度～
令和3年度

92,400 令和4年度 46,200 138,600

医療検査の業務委託に要す
る経費

契約に
定める額

令和3年度
限度額に
同じ

令和4年度
限度額に
同じ

全額

寝具等の賃借に要する経費
契約に
定める額

令和3年度
限度額に
同じ

令和4年度
限度額に
同じ

全額

医療及び事務機器の賃借に
要する経費

契約に
定める額

令和3年度
限度額に
同じ

令和4年度
限度額に
同じ

全額

情報発信に要する経費
契約に
定める額

令和3年度
限度額に
同じ

令和4年度
限度額に
同じ

全額

病院内保育運営業務委託に
要する経費

80,850 令和3年度 26,950
令和4年度～
令和5年度

53,900 80,850

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該年度 以 降の支 払
義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳
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平成２８年度

三次市予算に関する説明書

三次市病院事業会計
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千円 千円 千円 千円

1

イ 土 地 1,007,516

ロ 建 物 7,002,775

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 4,378,460 2,624,315

ハ 建 物 附 属 設 備 4,863,069

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 4,108,406 754,663

ニ 構 築 物 457,616

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 408,750 48,866

ホ 器 械 及 び 備 品 5,211,340

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 3,826,280 1,385,060

へ 車 両 運 搬 具 35,576

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 33,798 1,778

ト リ ー ス 資 産 60,271

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 38,325 21,946

5,844,144

イ 投 資 有 価 証 券 4,400,000

ロ 長 期 定 期 預 金 300,000

ハ 長 期 貸 付 金 38,300

4,738,300

10,582,444

2

2,139,496

1,581,697

△ 11,169 1,570,528

38,291

663

3,748,978

14,331,422

   （令和5年３月３１日）

流 動 資 産

未 収 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

(2)

現 金 預 金

投 資 そ の 他 の 資 産

令和4年度三次市病院事業予定貸借対照表

有 形 固 定 資 産

(3)

(1)

(2)

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

(1)

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

資 産 の 部

(4) 前 払 費 用
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千円 千円 千円

3

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

1,188,200

1,188,200

11,549

イ 退 職 給 付 引 当 金 1,805,929

ロ 修 繕 引 当 金 340,000

2,145,929

3,345,678

4

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

651,376

651,376

3,301

383,331

13,320

イ 賞 与 引 当 金 278,391

278,391

1,329,719

5

4,377,403

△ 2,877,104

1,500,299

6,175,696

6 4,784,176

7

イ 建 設 改 良 補 助 金 115,504

ロ 焼 却 炉 負 担 金 852

ハ 他 会 計 補 助 金 13,980

130,336

イ 減 債 積 立 金 48,355

ロ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 3,192,859

3,241,214

3,371,550

8,155,726

14,331,422

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

(2)

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

負 債 の 部

資 本 の 部

資 本 剰 余 金

資 本 金

負 債 合 計

剰 余 金

固 定 負 債

(1)

引 当 金

預 り 金

繰 延 収 益

(3)

(4)

繰 延 収 益 合 計

(1) 企 業 債

(2) リ ー ス 債 務

(1) 企 業 債

流 動 負 債

引 当 金(3)

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金

(2) リ ー ス 債 務

(5)

未 払 金

流 動 負 債 合 計
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重要な会計方針に係る事項

資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

・ 満期保有目的債券　　償却原価法（定額法）

たな卸資産の評価基準及び評価方法

・

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く。）

・ 減価償却の方法

定額法

・ 主な耐用年数

建物

建物附属設備

構築物

器械及び備品

車両運搬具

リース資産

・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法を採用している。リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法を採用している。

引当金の計上方法

退職給付引当金

・

賞与引当金

・

貸倒引当金

・

修繕引当金

・

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

～ ２０

平成26年3月31日以前に引き当てられたものについては，引き続き従前の例により取
り崩すこととしている。

債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等により回収不能見込額を計
上している。

②

職員の退職手当の支給に備えるため，当事業年度末における退職手当の要支給額
に相当する金額を計上している。
行政職の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職
給付引当金は計上していない。
（なお，一般会計が負担すると見込まれる額は205,517千円）

1

⑴

①

②

⑵

①

⑶

①

年

４ ～ １８ 年

年

年４

令　和　４　年　度　注　記　表

貯蔵品　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

６ 年

６ ～

１８ ～ ４７

４０

職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備える
ため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上して
いる。

④

５ ～

②

③

⑷
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その他の注記2

賞与引当金の目的使用による取り崩しについて
当年度において，期末手当，勤勉手当及びそれらに係る法定福利費を支給するため，賞与
引当金288,704千円を取り崩す。
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令和３年度三次市病院事業予定損益計算書

　（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

千円 千円 千円

1

(1) 入 院 収 益 4,809,865

(2) 外 来 収 益 2,891,997

(3) そ の 他 医 業 収 益 385,091 8,086,953

2

(1) 給 与 費 4,422,244

(2) 材 料 費 2,447,553

(3) 経 費 1,395,184

(4) 減 価 償 却 費 517,496

(5) 資 産 減 耗 費 7,085

(6) 研 究 研 修 費 46,048 8,835,610

△ 748,657

3

(1) 受 取 利 息 配 当 金 22,477

(2) 負 担 金 交 付 金 79,780

(3) 補 助 金 1,732,136

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 170,313

(5) そ の 他 医 業 外 収 益 33,821

(6) 雑 収 益 0 2,038,527

医 業 利 益

医 業 収 益

医 業 費 用

医 業 外 収 益
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千円 千円 千円

4

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 54,034

(2) 雑 損 失 100

(3) 雑 支 出 543,772 597,906 1,440,621

691,964

5

(1) 固 定 資 産 売 却 益 1

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 300

(3) そ の 他 特 別 利 益 1 302

6

(1) 固 定 資 産 売 却 損 1

(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 300

(3) そ の 他 特 別 損 失 1 302 0

691,964

2,498,594

3,190,558

前年 度繰 越 利 益 剰 余金

当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 利 益

医 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失
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千円 千円 千円 千円

1

イ 土 地 1,007,516

ロ 建 物 7,002,775

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 4,210,624 2,792,151

ハ 建 物 附 属 設 備 4,788,979

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 4,028,856 760,123

ニ 構 築 物 457,616

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 405,459 52,157

ホ 器 械 及 び 備 品 4,947,448

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 3,580,231 1,367,217

へ 車 両 運 搬 具 35,576

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 33,798 1,778

ト リ ー ス 資 産 60,271

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 34,555 25,716

6,006,658

イ 投 資 有 価 証 券 3,800,000

ロ 長 期 定 期 預 金 300,000

ハ 長 期 貸 付 金 26,300

4,126,300

10,132,958

2

3,202,666

1,363,665

△ 10,169 1,353,496

40,091

663

4,596,916

14,729,874

前 払 費 用

固 定 資 産

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産 合 計

貯 蔵 品

未 収 金

令和３年度三次市病院事業予定貸借対照表

有 形 固 定 資 産

(2)

(1)

   （令和４年３月３１日）

(3)

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

(2) 投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

貸 倒 引 当 金

(4)
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千円 千円 千円

3

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

1,648,004

1,648,004

13,403

イ 退 職 給 付 引 当 金 1,738,253

ロ 修 繕 引 当 金 340,000

2,078,253

3,739,660

4

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

610,850

610,850

5,282

391,037

13,320

イ 賞 与 引 当 金 288,704

288,704

1,309,193

5

4,237,627

△ 2,710,031

1,527,596

6,576,449

6 4,784,176

7

イ 建 設 改 良 補 助 金 115,504

ロ 焼 却 炉 負 担 金 852

ハ 他 会 計 補 助 金 13,980

130,336

イ 減 債 積 立 金 48,355

ロ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 3,190,558

3,238,913

3,369,249

8,153,425

14,729,874

(3)

(2) リ ー ス 債 務

(3)

負 債 の 部

資 本 の 部

預 り 金

引 当 金

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債(1)

(4)

(2)

資 本 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

剰 余 金

流 動 負 債

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

(5)

(1)

リ ー ス 債 務

未 払 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

(2) 利 益 剰 余 金

引 当 金

剰 余 金 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

固 定 負 債 合 計

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

(1)
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重要な会計方針に係る事項

資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

・ 満期保有目的債券　　償却原価法（定額法）

たな卸資産の評価基準及び評価方法

・

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く。）

・ 減価償却の方法

定額法

・ 主な耐用年数

建物

建物附属設備

構築物

器械及び備品

車両運搬具

リース資産

・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法を採用している。リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法を採用している。

引当金の計上方法

退職給付引当金

・

賞与引当金

・

貸倒引当金

・

修繕引当金

・

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

その他の注記

⑶

①

職員の退職手当の支給に備えるため，当事業年度末における退職手当の要支給額
に相当する金額を計上している。
行政職の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職
給付引当金は計上していない。
（なお，一般会計が負担すると見込まれる額は175,296千円）

５ ～ ６

令　和　３　年　度　注　記　表

６

②

～ ４０ 年

４ ～ ２０ 年

①

１８ ～ ４７ 年

年

４ ～ １８ 年

1

⑴

①

②

貯蔵品　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

⑵

⑷

2

②

職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備える
ため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上して
いる。

③

債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等により回収不能見込額を計
上している。

④

平成26年3月31日以前に引き当てられたものについては，引き続き従前の例により取
り崩すこととしている。
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賞与引当金の目的使用による取り崩しについて
当年度において，期末手当，勤勉手当及びそれらに係る法定福利費を支給するため，賞与
引当金284,933千円を取り崩す。
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